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（Destination Marketing / Management 
Organization）などによる取り組みが機能し
ていかないと、先述のように、観光における
航空や宿泊といったインフラが不足してきて
いる状況もあり、目標達成は難しいものと思
われる。
そうであれば、一方では数を求めながらも、
改めて経済効果の高さという観点から観光政
策の修正を行う必要があるだろう。つまり、
より高い経済効果をもたらす層に照準を当て、
その層の取り込みを図ることである。そのた
めには、時間をかけた準備が必要となる。
世界の富裕層に対する「おもてなし」は、こ
れまで国内の富裕層に対して通用してきたも
のとは全く別次元のものを要する。わかりや
すいものは語学対応であり、顧客の細かい要
求にこれまで以上に的確にかつ迅速に応えて
いかなければならない。これは、文化的背景
もあるので、「以心伝心」では無理であり、た
とえ一度目の訪問時はある程度受け入れられ
たとしても、リピーター化していくにはよほ
どの好印象を残す必要がある。
当然、施設面での対応もある。デービッド・
アトキンソン著『新・観光立国論』によると、
世界のトップ富裕層の宿泊するホテルの1泊
の平均の料金は700万円であるという。それ
に見合うようなものを日本でも提供できるよ
うにしなければならない。本来、日本はこれ
まで、多くの機会に自らの「世界1のおもて
なし」を誇り、喧伝してきたにもかかわらず、
それが現実的に「世界標準」となっていない
ということを認識する必要がある。
こうして、世界レベルで通用する新たな次
元の「おもてなし」に到達するためには、語
学、歴史認識、異文化理解等、多面的に深く
掘り下げた人材教育と、それが活きるための
施設整備を進めていくことが求められる。
以上、ソフト・ハードの面から日本が今後
目指すべき「おもてなし」「ホスピタリティ」
の課題について論じてきた。2020年東京オ
リンピックの開催にただ間に合わせようとす
るのではなく、その意味をしっかりと吟味し、
長期的な視点において観光大国化のための準
備・整備を進めていくべきである。
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